
 

 

 

この文章は当社グループの業績予想について一般に公表するための記者発表文であり、日本国内外を問わず一切の投資勧誘又はそ

れに類する行為のために作成されたものではありません。2023年６月21日の当社取締役会において決議された当社普通株式の募集

及び売出しへの投資判断を行うに際しては、必ず当社が作成する「新株式発行並びに株式売出届出目論見書」（及び訂正事項分）

をご覧いただいた上で、投資家ご自身の判断で行うようお願いいたします。「新株式発行並びに株式売出届出目論見書」（及び訂

正事項分）は引受証券会社より入手することができます。また、本記者発表文に記載されている当社グループの計画、見積もり、

予測、予想その他の将来情報については、本記者発表文の作成時点における当社の判断又は考えに過ぎず、実際の当社グループの

経営成績、財政状態その他の結果は、経済状況の変化、市場環境の変化及び他社との競合、外国為替相場の変動等により、本記者

発表文の内容又は本記者発表文から推測される内容と大きく異なることがあります。 
1 

 

 

2023 年６月21日 

各 位 

会 社 名 株 式 会 社 テ ク ニ ス コ 

代表者名 代 表 取 締 役 社 長  関 家 圭 三 
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問合せ先 常務取締役経営サポート本部長 相 原  正 行 

            （TEL．03-3458-4561） 

 

2023年６月期及び2024年６月期の業績予想について 

 

2023年６月期(2022年７月１日から2023年６月30日)及び2024年６月期(2023年７月１日から2024

年６月30日)における当社グループの業績予想は、次のとおりであります。 

 

 【連結】                                      （単位：百万円・％）  

 2024 年６月期 

（予想） 

2023 年６月期 

（予想） 

2023 年６月期 

第３四半期累計期間 

（実績） 

2022 年６月期 

（実績） 

 対売上 

高比率 

対前期 

増減率 

 対売上 

高比率 

対前期 

増減率 

 対売上 

高比率 

 対売上 

高比率 

売 上 高 6,475 100.0 23.0 5,265 100.0 △3.9 3,901 100.0 5,480 100.0 

営 業 利 益 427 6.6 66.7 256 4.9 △58.6 259 6.7 619 11.3 

経 常 利 益 420 6.5 69.9 247 4.7 △72.1 252 6.5 887 16.2 

親会社株主に帰属する 

当期(四半期)純利益 
301 4.7 133.7 129 2.5 △83.9 188 4.8 802 14.6 

1 株 当 た り 

当期(四半期)純利益 
34円 87銭 19円80銭 28円87銭 123円 18銭 

1 株 当 た り 

配 当 金 
（注3） (注3) － － 

（注）  1. 2022年６月期（実績）及び2023年６月期第３四半期累計期間（実績）の１株当たり当期（四半期）純利益は期中平均発行済株

式数により算出しております。2023年６月期（予想）の１株当たり当期純利益は予定期中平均発行済株式数により算出しており

ます。2024年６月期（予想）の１株当たり当期純利益は公募予定株式数（2,281,000株）を含めた予定期中平均発行済株式数に

より算出し、オーバーアロットメントによる売出しに関する第三者割当増資分（最大342,100株）は考慮しておりません。 

2. 2023年６月期（予想）の数値は、2022年７月１日から2023年４月30日までの累積期間は実績値、2023年５月１日から2023年６

月30日はそれまでの実績を勘案して見通しを立て直した数値となっております。 

3. 当社の剰余金の配当は、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定した配当を目指してま

いりますが、現時点では正確な見積りが困難なため、記載しておりません。 

 



 

 

 

この文章は当社グループの業績予想について一般に公表するための記者発表文であり、日本国内外を問わず一切の投資勧誘又はそ

れに類する行為のために作成されたものではありません。2023年６月21日の当社取締役会において決議された当社普通株式の募集

及び売出しへの投資判断を行うに際しては、必ず当社が作成する「新株式発行並びに株式売出届出目論見書」（及び訂正事項分）

をご覧いただいた上で、投資家ご自身の判断で行うようお願いいたします。「新株式発行並びに株式売出届出目論見書」（及び訂

正事項分）は引受証券会社より入手することができます。また、本記者発表文に記載されている当社グループの計画、見積もり、

予測、予想その他の将来情報については、本記者発表文の作成時点における当社の判断又は考えに過ぎず、実際の当社グループの

経営成績、財政状態その他の結果は、経済状況の変化、市場環境の変化及び他社との競合、外国為替相場の変動等により、本記者

発表文の内容又は本記者発表文から推測される内容と大きく異なることがあります。 
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【2023年６月期業績予想の前提条件】 

１．当社グループ全体の見通し 

当社グループが製造販売する製品群は、ヒートシンク製品、ガラス製品、その他に区分されます。 

ヒートシンク製品は、電子部品が機能する際に発生する熱を吸収し放熱して、性能低下や故障を防ぐ

ことを目的とした構成部品であり、半導体レーザー向け、パワー半導体向け、MPU向け等の高機能ヒー

トシンク製品を提供しております。ガラス製品は、光透過性、電気的絶縁性、気密性、耐薬品性などの

特徴を持つ電子部品用ガラスに、微細な形状加工や金属回路形成加工を行い、電子デバイスと組み合わ

せることで電子デバイスの機能性を上げる構成部品であり、半導体センサーなどの電子デバイスの小型

化、高機能化を可能とするための付加価値を有し、各種センサー向け、モバイル機器向け、バイオ・医

療向け等の精密ガラス製品を提供しております。その他は、各種金属材料、シリコン（Si）材料、窒化

アルミニウム（AlN）や酸化アルミニウム（Al2O3）などのセラミック材料の加工製品や、ガラスやセラ

ミック加工用のダイヤモンドツールを提供しております。 

世界経済は、新型コロナウイルス感染症が収束段階に入り経済活動の正常化への期待の高まりが見ら

れますが、一方、ウクライナ情勢の長期化やエネルギー価格高騰、インフレリスク対応のための各国の

政策金利引き上げの影響等、依然として先行き不透明な状況にあります。 

我が国経済についても、インバウンド需要の回復によりコロナ以前の水準への経済復興が期待されて

いますが、各国の金利や物価動向を含めた地政学リスクが与える影響等、今後の見通しが難しいところ

です。 

当社グループ製品の主要な用途市場である産業機器市場や自動車市場、光・無線通信市場、ライフサ

イエンス市場等は今後も成長が見込まれておりますが、半導体の需要逼迫による顧客の在庫調整やサプ

ライチェーンの一時的な混乱が見られています。 

このような環境のもと、ヒートシンク製品について、当社グループの主力製品である産業機器市場の

高出力半導体レーザー装置向けの高性能ヒートシンク製品は当期上期において、中国主要顧客において

ゼロコロナ政策と電力不足の影響で取引先工場の稼働が制限され、各社の生産調整による当社グループ

製品の引取時期を後倒しする動きが相次いだほか、市場取引価格の低下による影響を受け、売上高は前

期実績よりも減少することを見込んでおります。2023年１月以降は、中国主要顧客の生産調整も一巡し

て後倒しとなっていたヒートシンク製品の出荷ペースは回復し、これに新規取引先からの受注増加の動

きが加わり、市場取引価格の底打ちの傾向もあることから、ヒートシンク製品市場の好転の動きが見え

ます。一方、ガラス製品は、海外のライフサイエンス市場向けを中心に検査用の消耗部品の需要が増加

しており、売上高は前期実績よりも増加を見込んでおります。 

生産状況については、当期上期において中国取引先工場の生産調整の影響を受け当社広島工場の稼働

率が低下したこと、一方今後の事業拡大に向けた人員増加や生産体制増強のための設備投資等も見込ん

でいるため、売上総利益率としては36.2％と前期実績40.3％よりも4.1ポイント低下する見込みとして

おります。 

同様に、販管費につきましても、売上高に対する販管費比率は31.4％と、前期実績28.9％よりも2.5

ポイントの増加を見込んでおります。 

以上の結果、2023年６月期の業績予想は、売上高5,265百万円（前期比3.9％減）、営業利益256百万

円（前期比58.6％減）、経常利益247百万円（前期比72.1％減）、親会社株主に帰属する当期純利益129

百万円（前期比83.9％減）を見込んでおります。なお、2023年６月期の通期業績見通しについては、

2022年７月から2023年４月までの10カ月の実績に、その時点における2023年５月及び６月の見込みを合

算して算出しております。 

 

２．業績予想の前提条件 

当社グループの事業セグメントは精密加工部品事業のみの単一セグメントであるため、セグメント別の記

載は省略しております。 



 

 

 

この文章は当社グループの業績予想について一般に公表するための記者発表文であり、日本国内外を問わず一切の投資勧誘又はそ

れに類する行為のために作成されたものではありません。2023年６月21日の当社取締役会において決議された当社普通株式の募集

及び売出しへの投資判断を行うに際しては、必ず当社が作成する「新株式発行並びに株式売出届出目論見書」（及び訂正事項分）
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経営成績、財政状態その他の結果は、経済状況の変化、市場環境の変化及び他社との競合、外国為替相場の変動等により、本記者

発表文の内容又は本記者発表文から推測される内容と大きく異なることがあります。 
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（１）売上高 

2023年６月期における売上高の計画は、ヒートシンク製品、ガラス製品、その他ともに2022年７月か

ら2023年４月までの10カ月の売上実績に2023年５月及び６月の売上見込を加えて作成しております。 

以上の結果、ヒートシンク製品の通期売上予想は3,040百万円と、中国主要取引先からの注文品の引

取時期の後倒し要請の影響から前期比7.9％減少することを見込んでおります。ガラス製品の通期売上

予想は1,421百万円と、広島工場で生産するガラス製品は増加を見込み、中国子会社において生産する

ガラス製品はほぼ横ばいで推移することを見込む結果、ガラス製品全体では前期比16.6％の増加として

おります。またシンガポール子会社において生産するシルバーダイヤ製品については、試作受注の積上

げを計画しております。これらの結果、連結全体の通期売上予想合計は5,265百万円（前期比3.9％減）

を見込んでおります。 

 

（２）売上原価、売上総利益 

 2023年６月期における売上原価の計画は、2022年７月から2023年４月までの10カ月の売上原価実績に

2023 年５月及び６月の売上見込に対応する売上原価計画値を加えて算出しております。 

 変動費である材料費、外注費、消耗品費については、製品群別に売上高に対する過去及び直近の比率を勘

案して算出しております。材料費のうち、主にヒートシンク製品で使用する金など特定の材料については、

比率のほかに時価の変動を加味して算出しております。広島工場において、金を使用する工程が増加する

前提とし、昨今の金の価格上昇を織り込んだ予算計上をしております（その価格上昇分の値上げを売

上予算に計上しております）。 

 固定費については、労務費はグループ各社の人員計画に基づく積算並びに一定の昇給率を見込んで

算出しております。製造原価対象の連結人員数は派遣社員の正社員切替予定なども含めた期末総数は

222 名と前期末と概ね同水準となる見込みです。なお、各社の昇給率は各国の給与水準の動向を勘案し

て設定しております。また、従業員賞与についてはグループ全体の半期ごとの連結経常利益率見込み

に応じた支給月数により算出した金額としております。前期よりも連結経常利益率が低下する見込み

のため支給月数の減少を見込んでいます。これらの結果、全体の労務費は 1,246 百万円（前期比 2.0％

減）を見込んでおります。減価償却費は、前期末における生産設備に係る 2023 年６月期償却予定額に、

新規稼働予定の生産設備計画投資に係る償却予定額を加えた額としており、全体では 433 百万円（前

期比 29.0％増）を見込んでおります。水道光熱費は、昨今の資源エネルギー価格高騰から直近の価格

変動を勘案して算出しており、その他製造経費は過去の実績を勘案のうえ積上げにより算出しており

ます。 

 これらの結果、全体では通期で 3,358 百万円（前期比 2.5％増）の売上原価となり、売上総利益は

1,907 百万円（前期比 13.5％減）を見込んでおります。 

 

（３）販売費及び一般管理費、営業利益 

（人件費） 

 製造原価の労務費と同様に、グループ各社の人員計画に基づく積算並びに一定の昇給率を見込んで算

出しております。販管費対象となる連結人員数は当期末時点で120名と前期末より７名程度の増加を見

込んでおります。また、従業員賞与についてはグループ全体の半期ごとの連結経常利益率見込みに応じ

た支給月数により算出した金額としております。前期よりも連結経常利益率が低下する見込みのため支

給月数の減少を見込んでいます。これらの結果、人件費合計は861百万円（前期比4.4％減）と見込んで

おります。 
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（減価償却費） 

 既存固定資産及び設備投資計画を勘案して減価償却費を計上しております。また、５年定額償却をし

てきたのれんが当期中に償却が終了するため、のれん償却費が前期比27百万円減少する見込みです。そ

れらの結果、減価償却費(無形固定資産償却を含む)は78百万円（前期比23.2％減）となっております。 

 

（その他） 

 その他経費について、新型コロナウイルス感染症による行動制限が解除されていることから、海外出

張費、国内出張費については、前期比増加を見込んでおります。 

 

 これらの結果、全体の通期の販売費及び一般管理費は1,651百万円（前期比4.1％増）となり、営業利

益は256百万円（前期比58.6％減）を見込んでおります。なお、第４四半期において第３四半期累計期

間に計画されたものの中で月ズレにより発生が見込まれる費用計69百万円（上場関連費用及び広告宣伝

費他）の影響があり、第３四半期累計期間の営業利益259百万円よりも通期予想値が下回る見通しと

なっておりますが、季節的な変動要因が見込まれるものではありません。これらの第４四半期に発生が

見込まれる費用のうち、広告宣伝費は今後の当社グループの成長のための投資の意図を持った支出項目

であります。具体的には、展示会の出展費用と戦略製品であるシルバーダイヤ製品の販売促進用サンプル

が含まれます。なお、シルバーダイヤ製品はこれまで市場にない製品の普及を目指すことになりますので、

展示会の出展やサンプル提供により、より多くの試作案件を受注し、量産化に繋げたいと考えています。 

 

（４）営業外損益、経常利益 

2023年６月期通期では、受取賃借料、助成金収入等を営業外収益として、また、有利子負債に係る支

払利息、為替差損等営業外費用としてそれぞれ見込んでおります。 

 

これらの結果により、経常利益は247百万円（前期比72.1％減）を見込んでおります。 

 

（５）特別損益、法人税等、親会社株主に帰属する当期純利益 

中国子会社について来期2024年６月期中に新工場へ移転する方針が固まったことから、現有設備の中

で移転先への設置が不可能な設備等に係る廃棄見込額35百万円を当期2023年６月期の特別損失に見込ん

でおります。また法人税等は、各社の損益計画額に各国の実効税率を乗じた金額を計画額としておりま

すが、税効果会計の影響や政策減税の活用等により、実績は理論値とは異なる数字となることが考えら

れます。 

 

これらの結果、税金等調整前当期純利益は212百万円（前期比76.0％減）となり、法人税等を差し引

いた親会社株主に帰属する当期純利益は129百万円（前期比83.9％減）を見込んでおります。 

 

【2024年６月期業績予想の前提条件】 

１．当社グループ全体の見通し 

2023年６月期においては半導体の需要逼迫による顧客の在庫調整やサプライチェーンの一時的な混乱

などが見られ、先行き不透明な状況はありますが、当社グループ製品の主要な用途市場である産業機器

市場や自動車市場、光・無線通信市場、ライフサイエンス市場等は今後も成長が見込まれております。 

ヒートシンク製品について、中国市場における取引先の旺盛な需要はレーザー設備市場の成長予測な

どを背景に堅調な推移が見込まれます。2023年６月期において一部製品に市場価格の低下の影響があり

ましたが、2023年６月期下期より生産調整が終了したものと見られる既存取引先からの引取・注文数量

の拡大傾向が顕著に見られること、また顧客のレーザー設備の高出力化の動きから当社グループの高機

能ヒートシンク製品に対する需要が益々増加することが期待されることから、売上高全体として2023年
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６月期の落ち込みから回復し、2024年６月期はさらに成長していく計画としております。実際に、当社

グループの製品品質を必要とする顧客からの需要が強く、現在の広島工場の生産能力の増強を順次進め

ており、2024年６月期は当社グループの製品品質を必要とする顧客からの受注数量規模を拡大してまい

ります。 

加えてシルバーダイヤ製品については、顧客の先端製品の量産開発の長期化等が見られる一方で、多

くの顧客から有償による試作案件の評価と受注を積上げてきており、シルバーダイヤ製品の売上の更な

る増加を見込んでおります。 

またガラス製品は、既存取引先よりライフサイエンス市場向けのガラス製品あるいは産業機器用途の

圧力センサーの引合いが旺盛なため、前期に引き続き売上増加を見込んでおります。 

2024年６月期における経費の面につきましては、事業拡大を前提とした人員増加や生産体制増強のた

めの設備投資等も見込んでいるため、売上総利益率としては33.1％と、前期に引き続き若干低下する見

込みとしております。一方、販管費につきましては、売上高規模の拡大に比して販管費増加率は下回る

ことから、販管費売上高比率26.5％と前期31.4％よりも低下することを見込んでおります。 

 

２．業績予想の前提条件 

当社グループの事業セグメントは精密加工部品事業のみの単一セグメントであるため、セグメント別の記

載は省略しております。なお、想定為替レートは、予算策定時点（2023年５月）における公表されている為

替動向についての専門家の予想レンジや各社業績予想の前提レート等を参考として、１ドル133.00円、１

ユーロ143.00円、１人民元19.30円を採用しております。 

 

（１）売上高 

ヒートシンク製品は通期売上予想3,973百万円（前期比30.7％増）を計画しています。内訳として、

産業機器市場の高出力半導体レーザー装置向け高性能ヒートシンクについて特に中国主要顧客からの旺

盛な需要を反映し、前期比6.2億円程度の増加を見込んでおります。またシルバーダイヤ製品の受注拡

大による売上増加を2.8億円程度見込んでおります。またガラス製品の通期売上予想は、既存取引先よ

りライフサイエンス市場向けあるいは産業機器用途のガラス製品の需要増加を反映し、1,636百万円

（前期比15.1％増）を計画しています。その他の通期売上予想は865百万円（前期比7.6％増）、当社グ

ループ全体では6,475百万円（前期比23.0％増）を見込んでおります。 

 

（２）売上原価、売上総利益 

材料費等の変動費について、製品群別に売上計画値に対する過去及び直近の比率を勘案して算出してお

ります。広島工場において、金を使用する工程が増加する前提とし、昨今の金の価格上昇を織り込んだ

予算計上をしております（その価格上昇分の値上げを売上予算に計上しております）。 

 労務費はグループ各社の人員計画に基づく積算並びに一定の昇給率を見込んで算出しております。製

造原価対象の連結人員数は生産販売量の増加に対応すべく期末総数は239名と前期末より全体として17

名程度の増員を計画します。なお、各社の昇給率は各国の給与水準の動向を勘案して設定しております。

この中で当社グループの昇給率については今後に向けた体制強化に即した人材確保と雇用安定の観点か

ら例年の倍の水準を設定しています。また、連結経常利益率見込みの上昇に伴う従業員賞与支給月数増

加を反映しております。これらの結果、全体の労務費は1,500百万円（前期比20.4％増）を見込んでお

ります。 

 経費については、設備計画に基づき減価償却費を511百万円（前期比18.0％増）と見込むほか、中国

子会社の移転に伴う一時的な費用増51百万円を計画に含めております。 

 これらの結果、全体では通期で 4,331 百万円（前期比 29.0％増）の売上原価となり、売上総利益は

2,143 百万円（前期比 12.4％増）を見込んでおります。 
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（３）販売費及び一般管理費、営業利益 

（人件費） 

 製造原価の労務費と同様に、グループ各社の人員計画に基づく積算並びに一定の昇給率を見込んで算

出しております。販管費対象となる連結人員数は当期末時点で130名と前期末より10名程度の増加を見

込んでおります。また、従業員賞与についてはグループ全体の半期ごとの連結経常利益率見込みに応じ

た支給月数により算出した金額としております。前期よりも連結経常利益率が上昇する見込みのため支

給月数の増加を見込んでいます。これらの結果、人件費合計は980百万円（前期比13.8％増）と見込ん

でおります。 

 

（減価償却費） 

 既存固定資産及び設備投資計画を勘案して減価償却費を計上しております。主に当社広島工場におい

て増設する開発用途の設備償却費の増加22百万円などの影響があり、減価償却費全体は102百万円（前

期比30.0％増）と計画しております。 

 

（その他） 

 その他経費について、2023年６月期の実績見込額をベースとし、上場関連費用など継続的な発生が見

込まれない内容等、費目毎の計画積上げにより積算しております。 

 

 これらの結果、全体の通期の販売費及び一般管理費は1,716百万円（前期比3.9％増）となり、営業利

益は427百万円（前期比66.7％増）を見込んでおります。 

 

（４）営業外損益、経常利益 

営業外損益については、勘定科目の内訳ごとに過去の実績を勘案の上、積上げにより算出しておりま

す。 

 

これらの結果により、経常利益は420百万円（前期比69.9％増）を見込んでおります。 

 

（５）特別損益、法人税等、親会社株主に帰属する当期純利益 

特別利益及び特別損失は見込んでおりません。 

法人税等は、各社の損益計画額に各国の実効税率を乗じた金額を計画額としておりますが、税効果会

計の影響や政策減税の活用等により、実績は理論値とは異なる数字となることが考えられます。 

 

これらの結果、税金等調整前当期純利益は420百万円（前期比98.3％増）となり、法人税等を差し引

いた親会社株主に帰属する当期純利益は301百万円（前期比132.6％増）を見込んでおります。 

 

 

【業績予想に関するご留意事項】 

本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、現在において入手している情報による当社の仮

定及び判断に基づいており、既知または未知のリスク及び不確実性が内在しております。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

 

以 上 


